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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

③ 国民健康保険特別会計 5,073,617 2,148 5,075,765

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

１ 水道事業会計 385,591 1,192

平成31年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

24,136,607 392,252 24,528,859１ 一般会計

２ 特別会計 8,008,456

① 簡易水道特別会計 7,926 5

２ 病院事業会計

②

1,414,198

△ 13,164 7,995,292

1,410,823 3,375

7,931

2,354,318

386,783

下水道特別会計 2,369,635 △ 15,317
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議案第89号　小城市一般会計補正予算（第６号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

2,685,000

24,528,859

12.2

合 計 24,136,607

1,320,382 5.4

諸 収 入 531,104 △ 1,470

392,252 392,252

529,634

市 債 319,400 3,004,400

合　　　　　計 24,136,607100.0

繰 越 金 150,625

30,000

諸 支 出 金 1 1

2,322,015 9.5

100.024,528,859

0.6

2.1

150,625

財 産 収 入 42,635 1,583 44,218 0.2

7.8繰 入 金 77,633 1,916,976

1,819,235

1,839,343

寄 附 金 △ 498,853

0.0

31,248 2,913,201 11.9 予 備 費

使 用 料 及 び 手 数 料 184,125 △ 373 183,752 0.7

0.1国 庫 支 出 金 2,881,953

県 支 出 金 1,910,372 411,643

30,000

4.1

分 担 金 及 び 負 担 金 220,419 18,350 238,769 1.0 公 債 費 2,431,229 2,431,229 9.9

交通安全対策特別交付金 10,000 10,000 0.0 災 害 復 旧 費 454,799 556,069 1,010,868

2,149,415 △ 17,766 2,131,649 8.7

地 方 特 例 交 付 金 131,744 △ 31,427 100,317 0.4 消 防 費 824,227 △ 2,724 821,503

6.8

自動車取得税交付金 15,128 15,128 0.1 商 工 費 463,073 △ 1,087 461,986 1.9

地 方 消 費 税 交 付 金 729,097 729,097 3.0 農林水産業費 1,646,590 30,571 1,677,161

0.0

配 当 割 交 付 金 15,895 15,895 0.1 衛 生 費 4,049,046 6,161 4,055,207

株式等譲渡所得割交付金 15,088 15,088 0.1 労 働 費 10,182 10,182

16.5

議 会 費 211,811 607 212,418

歳 入

款 別 補 正 前

利 子 割 交 付 金 9,093 9,093 0.0 民 生 費 7,106,964 53,961 7,160,925

平成31年度　第６号補正後予算総額　　24,528,859千円　

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

市 税 4,248,884 64,518 0.94,313,402

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ3億9,225万2千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入
歳出それぞれ245億2,885万9千円とするものです。
　歳入の主な内容は、8月27日から28日にかけての豪雨による災害復旧事業に伴う国・県支出金、
市債を増額するほか、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、過年度事業の精算
や返還による諸収入、額の確定等による地方特例交付金を計上し、実績見込みによる「ふるさと応
援寄附金」の減額に伴う財源の組替を行い、財源調整のための基金繰入金を計上するものです。
　歳出の主な内容は、上記豪雨による道路・橋りょう施設や農地・農業用施設などの災害復旧費用
を計上するほか、「ふるさと納税推進事業」「介護給付費・訓練等給付費支給事業」「牛津子育て
支援集合住宅整備事業」など、扶助費や補助金、補償金を含め委託料や工事請負費など事業費の実
績見込みによる増額や減額を計上するものです。
　なお、人事院勧告や育児休業等に伴う職員の人件費の補正についても計上しています。

29.2

地 方 譲 与 税 149,903 149,903 0.6 総 務 費 2,707,346 △ 189,849 2,517,497 10.3

17.6

8.2環 境 性 能 割 交 付 金 6,470 6,470 0.0 土 木 費 2,051,924 △ 43,691 2,008,233

3.4

地 方 交 付 税 6,540,494 6,540,494 26.7 教 育 費
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議案第90号　小城市簡易水道特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 59 59 0.7 衛 生 費 4,146

1,545 1,545 19.5

5 7,931

繰 越 金

55.3

100.0

諸 収 入 202 202 2.5

合 計 7,926 5

市 債

7,931 100.0 合　　　　　計 7,926

3,480 43.9公 債 費

繰 入 金 1,737 5 1,742 22.0 予 備 費

使 用 料 及 び 手 数 料 4,383 4,383

補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

300

52.35 4,151

3.8300

3,480

合 計 構成比 款 別

平成31年度　第２号補正後予算総額　7,931千円　

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ
れ793万1千円とするものです。
　歳出予算は、過年度水道使用料還付金を計上するもので、それに伴い歳入予算は財源調整のため
の繰入金を計上するものです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額
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議案第91号　小城市下水道特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 2,369,635 △ 15,317 2,354,318 100.0 合　　　　　計 2,369,635 △ 15,317 2,354,318 100.0

市 債 522,600 △ 6,200 516,400 21.9

諸 収 入 3,859 1,731 5,590 0.2

繰 越 金 46,887 46,887 2.0

繰 入 金 1,001,206 △ 5,659 995,547 42.3

財 産 収 入 25 46 71 0.0

34.1

県 支 出 金 10,150 △ 6,850 3,300 0.1 0.4

国 庫 支 出 金 516,799 △ 4,751 512,048 21.7 公 債 費 802,202 802,202

予 備 費 10,000 10,000

△ 11,317 1,437,908

補 正 額 合 計補 正 前

下 水 道 費 1,449,225

構成比

61.1

使 用 料 及 び 手 数 料 232,408 4,926 237,334 10.1 集団整備事業費 108,208 △ 4,000 104,208 4.4

分 担 金 及 び 負 担 金 35,701 1,440

平成31年度　第２号補正後予算総額　2,354,318千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,531万7千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ23億5,431万8千円とするものです。

　歳入の主な内容は、分担金及び負担金、諸収入、公共施設整備基金繰入金等の増額及び国・県支

出金や一般会計繰入金等を減額するものです。

　歳出の主な内容は下水道費、集団整備事業費ともに事業実績見込みによる委託料や工事請負費の

減額を計上するものです。

　なお、人事院勧告に伴う職員の人件費の補正についても計上しています。

歳 入 歳 出

補 正 前款 別

37,141 1.6

補 正 額 合 計 構成比 款 別
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議案第92号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

1 2,562 2,563 0.1

166,267

132,1053 0.0

38,415

平成31年度　第２号補正後予算総額　5,075,765千円　

国 庫 支 出 金

合 計 5,073,617 2,148 5,075,765 100.0 合　　　　　計 5,073,617 2,148 5,075,765 100.0

△ 414 303,093

1,000

41,029

0.0

繰 越 金

103

166,267

6,105 0.1

公 債 費 103

予 備 費 1,000

諸 支 出 金 41,029

繰 入 金

0.8

6.0

3,568,699 70.3

0.0

0.8

財 産 収 入 3

3.3

基 金 積 立 金 132,105

県 支 出 金 3,568,699 保 健 事 業 費 38,415

2.6

諸 収 入 6,105

303,507

0.4

使 用 料 及 び 手 数 料 800 800 0.0 保 険 給 付 費 3,487,863 3,487,863 68.7

国 民 健 康 保 険 税 1,028,235 1,028,235 20.2 総 務 費 18,127 2,148 20,275

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ214万8千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ50億7,576万5千円とするものです。

　歳入歳出とも主なものは、システム改修に係るもので、歳入については国庫支出金、歳出につい

ては委託料を計上するものです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

国民健康保険
事業費納付金

1,354,975 1,354,975 26.7
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議案第93号　小城市水道事業会計補正予算（２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

43.2

　営業外費用 20,598 20,598 6.9
　企業債償還
  金

50,157 50,157 56.8

△ 87,255 0 △ 87,255差 引 0 0 0 差 引

　予備費 25,295 △ 2,555 22,740 7.6

　営業費用 251,443 3,747 255,190 85.5 　建設改良費

◇水道事業費用 297,336 1,192 298,528 100.0 ◇資本的支出 100.0

38,098 38,098

10,955 917 11,872 4.0

88,255 0 88,255

100.0

　営業収益 286,381 275 286,656 96.0

◇水道事業収益 297,336 1,192 298,528 100.0

　負担金 1,000 1,000

◇資本的収入 1,000 0 1,000

100.0

　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 構成比

平成31年度　第２号補正後予算規模　386,783千円　

　収益的収支について、総額にそれぞれ119万2千円を追加し、総額を2億9,852万8千円とするも

のです。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では、新規加入負担金や給水工事手数料等の増、支出

では人事院勧告や病気休業等に伴う職員の人件費の増、予備費の減は収支の調整を行うもので

す。

補 正 前 補 正 額 合 計
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議案第94号　小城市病院事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

差 引 0 △ 3,375 △ 3,375 差 引 △ 18,195 0 △ 18,195

43.2

　予備費 1,000 1,000 0.1 　予備費 1,000 1,000 2.4

　医業外費用 9,550 9,550 0.7 　企業債償還金 17,842 17,842

100.0

　医業費用 1,358,937 3,375 1,362,312 99.2 　建設改良費 22,494 22,494 54.4

◇病院事業費用 1,369,487 3,375 1,372,862 100.0 ◇資本的支出 41,336 0 41,336

0.0

　出資金 11,246 11,246 48.6

　医業外収益 133,227 133,227 9.7 　補助金 1 1

100.0

　医業収益 1,236,260 1,236,260 90.3 　負担金 11,894 11,894 51.4

◇病院事業収益 1,369,487 0 1,369,487 100.0 ◇資本的収入 23,141 0 23,141

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

　病院事業費用に337万5千円を追加し、病院事業費用を13億7,286万2千円とするものです。

　補正の主な内容は、収益的支出について医業費用のうち職員採用及び人事院勧告に伴うものなど

職員の人件費を追加するものです。

平成31年度　第２号補正後予算規模　 1,414,198千円　
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 市有財産等管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行 計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　財政課 施策名 4 業務執行体制の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2 公有財産の適正管理
一般 2 1 5 656

国庫支出金

一般財源

法令根拠 小城市公有財産規則、労働安全衛生法、消防法等

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市が所有する財産を管理する。

【内容】
　市が所有する財産のうち、公用、公共用に供しない普通財産の土地、建物を管理する。
　

【補正内容】
　県道小城駅千葉公園線（３工区）街路整備交付金事業工事に係る市有物件移転による工事
　小城本町市有地物件移転等工事
　・記念碑の移設
　・市有地の整備　149㎡

【事業費の負担割合】
　物件移転補償費　県 10/10

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源13,214 45,547 1,143

財
源
内
訳 その他 1,657 4,235 12,528 6,000 6,000 6,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

事　業　費 14,871 49,782 13,671 6,000 6,000 6,000 事業費計 0

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

6,550 6,550

6,579 △ 29 6,550

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 ふるさと納税推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行 計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 3 健全な財政運営の推進

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 歳入歳出の適正化
一般 2 1 6 885

国庫支出金

一般財源

法令根拠 小城市ふるさと応援基金条例、小城市ふるさと応援事業実施要綱

事業期間
平成20

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　ふるさと納税制度を活用して、まちづくりに資する財源確保と小城市を広くPRする。

【内容】
　ふるさと納税（寄附金）を一定額以上寄附された市外在住者に、寄附金額に応じ、お礼の品として「小城の特
産品」を送る。
　寄附金は、3つのメニュー（1.子ども・子育て・教育のまちづくり、2.健康・福祉のまちづくり、3.市長おま
かせコース）の中から寄附者にその使途を選択してもらい、それぞれの目的のための取組みに活用する。

　平成29年度　ふるさと納税（寄附金）受納実績額 1,829,750千円
　平成30年度　ふるさと納税（寄附金）受納実績額 1,861,841千円
　平成31年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 1,800,000千円

【補正内容】
　ふるさと納税（寄附金）受納が当初見込より少なく推移していることによる事業費の減
　
　平成31年度　ふるさと納税（寄附金）受納見込額 1,300,000千円を想定

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

45,000 一般財源452 371 50,827

財
源
内
訳 その他 1,187,266 1,158,477 930,021 855,000 855,000 855,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

45,000 45,000

事　業　費 1,187,718 1,158,848 980,848 900,000 900,000 900,000 事業費計 0

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

共済費 賃金 報償費 需用費 役務費 積立金 合　　計

△ 274 △ 1,852 △ 109,851 △ 1,485 △ 49,311 △ 28,903 △ 191,676

△ 180,003 △ 11,673 △ 191,676

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）新公立病院建設事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 2 保健・医療の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3 地域医療の充実
一般 4 1 8 1420

国庫支出金

一般財源

法令根拠

事業期間
平成31 令和6

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　病床規模拡充とそれに伴う診療科の充実を図るため、小城市民病院を多久市立病院と統合し、小城多久地区の
地域医療の中核を担える病院を設立する。

【内容】
　新公立病院基本計画等策定支援業務負担金

【事業費の負担割合】
　小城市 50％　多久市 50％

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

8,500

事　業　費 0 0 0 8,500 未定 未定 事業費計 未定

平成31年度の事業費は、令和2年度への繰越予定額8,500千円を含まない。

平成31年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

8,500 8,500

8,500 8,500

平成31年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

- 10 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,800 1,800

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

1,800 1,800

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

貸付金

事　業　費 0 0 3,502 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源2

国庫支出金

一般財源

法令根拠
災害弔慰金の支給等に関する法律、小城市災害弔慰金の支給等に関する条例、小城市災害弔慰金の支給等に
関する条例施行規則

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　災害弔慰金の支給、災害障害見舞金の支給、災害援護資金の貸付けを行い、市民の福祉及び生活の安定に資す
る。

【内容】
　・災害弔慰金：災害により死亡された方の家族に対して、災害弔慰金を支給する。
　・災害障害見舞金：災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障害を受けた方に対して、災害障害見舞
　　　　　　　　　　金を支給する。
　・災害援護資金：災害により負傷又は住居、家財の損害を受けた方に対して、生活の再建に必要な資金を貸
　　　　　　　　　し付ける。
　　※災害援護資金については、県の災害救助法適用が条件

　9月追加(4号)補正予算　1,700千円
　・災害援護資金貸付金の計上

【補正内容】
　災害援護資金貸付金の貸付要件の変更による事業費の増

3,500 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
地域福祉の情報提供と相談
支援体制の充実一般 3 4 1 251

新規事業 既存事業

予算事業名 災害弔慰金支給事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5
みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 地域福祉の充実
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,123 3,032 4,155

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

4,155 4,155

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

扶助費

事　業　費 165,089 174,423 176,598 176,598 176,598 176,598 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 50,000 65,800 45,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 42,713 44,842 44,622 44,622 44,622 44,622 県支出金

地方債

131,976 131,976

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

131,976 一般財源72,376 63,781 86,976

国庫支出金

一般財源

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増
進を図る。

【内容】
　対　象　：0歳～中学生
　利用方法：受診時に、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに1か月1千円
　　　　　　通院の場合は、医療機関ごとに1か月500円×2回まで
　　　　　　調剤については、自己負担額なし
　
　・県外医療機関等を受診した場合は、保険診療一部負担金を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市
　に申請し、後日、自己負担分を差引いて助成（支払還付方式）する。
　　ただし、市が指定した県外医療機関等については、0歳～小学校就学前の子どもは定額一部払方式により助
　成（現物給付方式）する。

【事業費の負担割合】
　0歳～小学校就学前の子どもの受診分　県 1/2　市 1/2
　小・中学生の受診分　市 10/10

【補正内容】
　子どもの医療費助成費の見込額の増

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実一般 3 2 1 476

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円） 64

合　　計

129

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 57,000 57,065 129

129

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 92,752 88,941 97,560 96,273

財
源
内
訳

690

一般財源 52,713 22,841 96,257

地方債

95,583

その他

県支出金

国庫支出金

40,039 66,000 1

事業費計 0

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

690

一般財源

県支出金

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

95,583 92,971

R4年度

96,273 92,971

その他

法令根拠 予防接種法

事業期間
平成17

100 1,302

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　伝染の恐れがある疾病の発生及び蔓延を予防するため、法律に基づき予防接種を実施する。

【内容】
　法に基づく、集団予防、重篤な疾患予防を主な目的とする10種の定期予防接種

　平成31年度追加
　法改正に伴い、風しん抗体保有率が低い世代の男性を対象に加えて実施する。（2,282千円）

　＜抗体検査＞
　（対象者）昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性
　（自己負担）無料
　（実施方法）抗体検査実施医療機関で検査
　 (事業費の負担割合）国 1/2　市 1/2

　＜予防接種＞
　（対象者）昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性で抗体検査の結果、陰性であった者
　（自己負担）無料
　（実施方法）接種実施医療機関で接種

　当初予算　　　　 96,273千円
　6月(2号)補正予算　1,158千円　風しんの抗体検査及び予防接種を実施するための管理システムの構築費

【補正内容】
　抗体検査・予防接種の実施人数の増加及び手数料単価の増額による審査支払手数料の増

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

R3年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 疾病予防対策の推進
一般 4 1 3 1309

新規事業 既存事業

予算事業名 定期予防接種事業（A類疾病）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 2 保健・医療の充実
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

26,078 3,354 29,432

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

29,432 29,432

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 21,079 96,346 164,451 96,000 96,000 96,000 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 17,204 79,150 135,952 80,000 80,000 80,000 県支出金

地方債

16,000 16,000

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

16,000 一般財源3,875 17,196 28,499

国庫支出金

一般財源

法令根拠
小城市さが園芸生産888億円推進事業費補助金交付要綱、小城市経営体育成支援事業補助金交付要綱、小城市
営農再開・草勢樹勢回復等被害対策事業補助金交付要綱（仮称）

事業期間
平成18

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　園芸作物の振興及び産地の育成強化を図るため、革新的技術の導入による収量・品質の飛躍的な向上及び省エ
ネ・省力化技術の普及などを進めるとともに新規就農者等を育成する。

【内容】
　園芸用ハウスや高設栽培システム等の施設や機械を整備する農家に対する補助

【事業費の負担割合】
　先進的モデル経営体育成対策及び新たな園芸農業者育成対策　県 15/30　市 3/30　事業者 12/30
　経営力向上志向経営体育成対策　県 10/30　市 3/30　事業者 17/30

【補正内容】
 令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した農業用施設・機械・農作物等の修繕及び営農再開に対する補助

【事業費の負担割合】
　①被災農業者向け経営体育成支援事業
　　(1)被災した施設・機械の復旧　国 3/10　県 2/10　市 1/10　事業者 4/10
　　(2)被災した施設等の撤去　国 3/10　県 1.5/10　市 1.5/10　事業者 4/10

　②営農再開・草勢樹勢回復等被害対策事業
　　(1)営農再開等支援対策　県 1/3　事業者 2/3
　　(2)草勢・樹勢回復等支援対策　県 1/3　事業者 2/3

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 4 1085

新規事業 既存事業

予算事業名 園芸振興対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,492 1,492

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

1,492 1,492

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 4,828 2,809 6,252 6,360 6,360 6,360 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,713 1,848 2,876 2,108 2,108 2,108 県支出金

地方債

4,252 4,252

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

4,252 一般財源1,115 961 3,376

国庫支出金

一般財源

法令根拠
小城市自給飼料生産、利用拡大対策事業補助金交付要綱、小城市肥育素牛生産拡大施設等整備事業補助金交付要綱、死亡獣畜処理対策
事業補助金交付要綱、小城市畜舎消毒事業補助金交付要綱、小城市アフリカ豚コレラ侵入防止緊急支援事業補助金交付要綱(仮称)

事業期間
平成18

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　繁殖農家の経営規模の拡大や自給飼料の生産拡大の促進による生産コストの低減、死亡獣畜の処理場への搬送
経費の軽減等により経営の安定を図る。

【内容】
　①自給飼料生産・利用拡大対策事業
　②肥育素牛生産拡大施設等整備事業
　③死亡獣畜処理対策事業
　④畜舎消毒事業補助金

【事業費の負担割合】
　①自給飼料生産・利用拡大対策事業　県 10/30　市 3/30　事業者 17/30
　②肥育素牛生産拡大施設等整備事業　県 10/30　市 3/30　事業者 17/30
　③死亡獣畜処理対策事業　県 1/3　市 1/3　事業者 1/3
　④畜舎消毒事業補助金　市 10/10

【補正内容】
　アフリカ豚コレラや豚コレラの農場内侵入防止を図るために養豚場の敷地の周囲にネット、フェンス等の防護
柵を整備する事業に対する補助

【事業費の負担割合】
　市 1/10
　※補助については国(5/10)・県(2/10)・市（1/10）でそれぞれ事業者へ補助
　※地方負担については、地方負担額の8割を特別交付税措置

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 5 1086

新規事業 既存事業

予算事業名 畜産振興対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

- 15 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

18,913 41,800 350 △ 11,965 49,098

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

49,098 49,098

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越額7,174千円及び予備費充用
8,287千円を含む。

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 10,114 92,406 500 500 500 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 350 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,813 24,060 県支出金

地方債 2,000

500 500

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

500 一般財源4,301 25,696

国庫支出金

一般財源

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自然災害によって被災した林業施設を復旧することで、林業施設の維持を図り、林業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した林業施設を原形復旧する。
　
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した林業施設の応急対策及び林地の測量設計
　当初予算 　　　　　　　  500千円
　9月追加(4号)補正予算　21,993千円
　予備費充用             8,287千円
　臨時会(5号)補正予算  　5,354千円(9月追加(4号)補正予算不足分)
　・林道上の土砂及び倒木撤去　     27箇所
　・農林地崩壊防止事業測量設計委託　2箇所

【補正内容】
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した林業施設及び林地の原形復旧工事

　・林業施設災害復旧事業　20箇所（災害補助事業7箇所、市単独事業13箇所）
　・農林地崩壊防止事業　 　2箇所
　
【事業費の負担割合】
　・林業施設災害復旧事業
　　林道天山線（奥地）　　県(国) 65%　市 35%
　　林道川内線（その他）　県(国) 50%　市 50%
　　※補助金は国庫補助金を含むが県を経由し県補助金として支出されるため県支出金として計上
　　※激甚災害指定時には補助率の嵩上げあり
　・農林地崩壊防止事業　県 50％　市 40％　受益者 10％

42,300 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3 森林環境の保全の推進
一般 11 2 2 236

新規事業 既存事業

予算事業名 林業施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

- 16 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

284,500 191,400 18,000 △ 47,900 446,000

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

446,000 446,000

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越額20,769千円を含む。

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 39,107 32,260 548,775 943 943 943 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 417 1,101 18,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 19,058 19,379 307,375 県支出金

地方債

943 943

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

943 一般財源19,632 11,780 30,200

国庫支出金

一般財源

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自然災害によって被災した農地（田・畑）及び農業用施設（道路、水路等）を復旧することで、農地及び農業
用施設の維持を図り、農業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した農地（田・畑）及び農業用施設（道路、水路等）を原形復旧する。
　
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した農業用施設等の応急対策、農地や農業用施設の測量設計、農
業用施設の応急仮工事及び補助事業の対象とならない農業用施設の原形復旧工事
　当初予算　　　　　　　　 943千円
　9月追加(4号)補正予算　61,613千円
　・土砂及び倒木撤去　38箇所（道路24箇所、水路13箇所、民家1箇所）
　・災害測量設計委託　82箇所（農地20箇所、道路24箇所、水路33箇所、ため池5箇所）
  臨時会(5号)補正予算　 19,450千円
　・応急仮工事　　　　 3箇所（西分第1ため池、西分第2ため池、北浦ため池東道路）
　・小災害復旧工事　　61箇所（道路25箇所、水路35箇所、ため池1箇所）

【補正内容】
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した補助事業の対象となる農地や農業用施設の原形復旧工事

　・補助対象災害復旧工事　65箇所（農地18箇所、道路21箇所、水路21箇所、ため池5箇所）

【事業費の負担割合】
　農地　 　　 県(国) 50%　受益者 50%
　農業用施設　県(国) 65%　市 35%
　※補助金は国庫補助金を含むが県を経由し県補助金として支出されるため県支出金として計上
　※激甚災害指定時には補助率の嵩上げあり

193,200 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 11 2 1 235

新規事業 既存事業

予算事業名 農地及び農業用施設災害復旧費
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

- 17 -



□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 商工施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 3 商工業の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 優良企業の立地の促進
一般 11 4 1 1418

国庫支出金

一般財源

法令根拠

事業期間

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自然災害によって被災した工業団地施設を復旧し、企業の安定した経営に寄与する。

【内容】
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した工業団地施設（小城蛍の郷ファクトリーパーク）の測量設計

　9月追加(4号)補正予算　1,000千円
　・災害測量設計委託　2箇所

【補正内容】
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した工業団地施設の原形復旧工事

　・災害復旧工事　2箇所

10,000 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

事　業　費 0 0 10,000 0 0 0 事業費計 0

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

9,000 9,000

10,000 △ 1,000 9,000

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

- 18 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

15,466 51,200 △ 31,466 35,200

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

35,200 35,200

平成31年度事業費は、平成30年度からの繰越額22,393千円を含む。

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 3,382 8,473 89,593 500 500 500 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 1,778 25,726 県支出金

地方債 2,300

500 500

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

500 一般財源3,382 4,395 2,267

国庫支出金

一般財源

法令根拠 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法、道路法、道路構造令

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

　【目的】
　　自然災害によって被災した道路を復旧し、道路の安全性確保を図る。

　【内容】
　　被災した道路を原形復旧する。

    令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した道路の応急対策及び道路の測量設計
　　当初予算　               500千円
　　9月追加(4号)補正予算　31,500千円
  　・土砂及び倒木撤去　　　18箇所
　　・冠水時の交通規制　　　 2箇所
  　・道路補修　　　　　　　 2箇所
　　・災害復旧測量設計委託　10箇所

  【補正内容】
　  令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した道路の原形復旧工事

 　 ・災害復旧工事　約37箇所（災害補助事業7箇所、市単独事業約30箇所）
　
  【事業費の負担割合】
    県 2/3　市 1/3　(予定）

61,600 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 幹線道路の適切な維持管理
一般 11 3 1 418

新規事業 既存事業

予算事業名 道路橋りょう災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

- 19 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

9,400 11,800 △ 4,600 16,600

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

16,600 16,600

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 21,600 500 500 500 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 9,400 県支出金

地方債

500 500

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

500 一般財源400

国庫支出金

一般財源

法令根拠 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法、河川法

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

　【目的】
　　自然災害によって被災した道路を復旧し、道路の安全性確保を図る。

　【内容】
　　被災した河川を原形復旧する。

    令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した河川の応急対策及び河川の測量設計
　　当初予算　               500千円
　　9月追加(4号)補正予算　 4,500千円
  　・土砂及び流木撤去　　　2箇所
　　・護岸復旧　　　　　　　1箇所
 　 ・災害復旧測量設計委託　3箇所

【補正内容】
　 令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災した河川の原形復旧工事

　 ・災害復旧工事　3箇所（災害補助事業2箇所、市単独事業1箇所）
　
【事業費の負担割合】
　県 2/3　市 1/3　(予定）

11,800 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3 危機管理対策の充実
一般 11 3 2 961

新規事業 既存事業

予算事業名 河川災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 防災・減災体制の充実
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】
  ・牛津駅南地区計画等策定業務委託料の減
  ・まちづくり活動等補助金の減

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の拠点地区を対象とした「牛津
拠点地区市街地活性化基本構想」に基づき、都市再生整備計画事業を実施し、産学官民が一体となって牛津拠点
地区の市街地活性化を推進する。

【内容】
　・牛津拠点地区市街地活性化に係る基本構想の策定
　・基本構想に掲げる事業推進体制の構築、運営支援
　・各まちづくり事業推進のための各種計画作成、事業実施
　・基本構想及び各種計画を掲載した「都市再生整備計画」の策定、事業実施

　平成28年度　　牛津拠点地区市街地活性化基本構想策定
　平成29年度　　牛津駅周辺整備基本計画策定、事業推進体制構築、運営支援
　　　　　　　　まちの駅ネットワークの構築
 　　　　　　　 都市再生整備計画策定（平成30年度まで）
　平成30年度　　推進体制の運営支援、都市再生整備計画策定
　平成31年度～令和3年度　　推進体制の運営支援、都市再生整備計画事業の実施、支援
　令和4年度～令和5年度　　 都市再生整備計画事業の実施、支援

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津拠点地区市街地活性化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2
地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1223

国庫支出金 10,853 12,171

一般財源

法令根拠

事業期間
平成28 令和5

事業の概要（目的、内容等）

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

7,090 4,816 38,799

6,184 一般財源 104,58824,459 22,032 11,530

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

14,292 18,720

事　業　費 24,459 22,032 22,383 26,463 25,810 11,000 事業費計 143,387

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
負担金、補助
及び交付金

合　　計

△ 580 △ 500 △ 1,080

△ 1,080 △ 1,080

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津子育て支援集合住宅整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2
地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1395

国庫支出金 31,738

一般財源

法令根拠 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

事業期間
平成31 令和3

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「都市再生整備計画」に掲げる基幹事業及び関連事業として、まちなかの人口維持を図るため、PPP/PFI事業
　による子育て支援集合住宅及び進入路を整備する。

【内容】
　・都市再生整備計画と連携・連動したPPP/PFI事業を活用した子育て支援集合住宅の整備
　・子育て支援集合住宅の整備にあわせて、アクセス確保のための市道拡幅

　平成30年度　　　PPP/PFI事業の導入検討
　平成31年度　　　事業用地の測量調査、用地買収、建物補償等
　　　　　　　　　市道牛津駅前支線2号線設計、一部工事
　　　　　　　　　PFI事業実施のための諸手続き
　令和2年度　　　 社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業）を活用した集合住宅建設
             　　 市営牛津団地を含めた公共施設の包括管理の検討
　令和3年度以降　 子育て支援集合住宅及び市営牛津団地の包括管理運営
　
　当初予算　　　　　161,500千円
　9月(3号)補正予算  144千円　子育て支援集合住宅整備事業選定審査委員会　委員報償金

【補正内容】
　市道牛津駅前支線2号線工事に伴う補償費の減
　※PFI法に基づき実施する本事業において、募集要項を公表するために事業費の債務負担行為を設定する。
    債務負担行為　1,077,808千円（令和2年度～令和3年度）の設定
　　令和2年度　　　 優先交渉権者決定、仮契約、議決（本契約）、子育て支援集合住宅着工
    令和3年度　  　 市道牛津駅前支線2号線工事
　  　　　　 　　　 子育て支援集合住宅竣工
　
　※平成31年度9月(3号)補正予算主な事業からの変更内容
　　事業期間及び事業費の見直し
　　・事業期間：平成30年度～令和31年度　→　平成31年度～令和3年度
　　・総事業費：1,878,644千円　→　1,238,925千円

73,900 601,200 地方債 675,100

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

492,580

8,010

524,318

一般財源 31,49730,412

財
源
内
訳 その他 8,010 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

57 1,028

事　業　費 0 0 144,060 57 1,094,808 事業費計 1,238,925

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

補償、補填
及び賠償金

合　　計

△ 17,584 △ 17,584

47,500 △ 65,084 △ 17,584

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 都市下水路整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10
ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1 防災・減災体制の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3 危機管理対策の充実
一般 8 5 5 1370

国庫支出金

一般財源

法令根拠 小城市下水道条例

事業期間
平成30 令和2

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　中川都市下水路の下町交差点付近における排水排除の問題解消を図り、安全・安心なまちづくりと良好な市街
地整備改善を推進する。

【内容】
　下町交差点北西（佐賀銀行小城支店東）　延長約40mの暗渠から開渠への整備

　平成30年度　　調査・設計
　平成31年度　　用地買収、家屋補償
　令和2年度　 　開渠工事

 
  【補正内容】
   下水路整備事業における補償費の減

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源 67,7803,024 34,756

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

30,000

事　業　費 0 3,024 34,756 30,000 0 0 事業費計 67,780

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

補償、補填
及び賠償金

合　　計

△ 10,000 △ 10,000

△ 10,000 △ 10,000

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部 定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 空家等対策推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
空家等対策の推進に関する特別措置法､小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例､
小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例施行規則

事業期間
平成28

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1043

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　近年増加する空家等の問題に対し、地域住民の生活環境の保全を図るため、空家等の適切な管理や利活用を促
進するとともに、周囲に迷惑をかけている危険な空家等を減らすことにより、良質なまちづくりを目指す。

【内容】
　空家等対策の推進
　　小城市空家等対策協議会の開催
　　空き家相談会の開催
　適切な管理の促進
　　空家等の適切な管理の周知
　　適切な管理が行われていない空家等に対する特措法や条例及び空家等対策計画に基づく措置等の実施
　　・助言、指導→勧告→命令、公表→代執行
　　・緊急安全措置の実施
　活用の促進
　　空き家バンクの運営

　平成31年度
　除却の促進
　　危険空き家等除却費補助金の交付
　　・下記①から③のいずれかに該当する空家等を除却する経費に対する補助
　　 ①昭和56年5月31日以前の旧耐震基準で建築された空家等
　　 ②住宅地区改良法に規定する不良住宅と判定された空家等
　　 ③特措法に基づき市が認定した特定空家等
　　 （①③補助対象経費の1/2、上限50万円　②補助対象経費の4/5、上限100万円）

【事業費の負担割合】
　危険空き家等除却費補助金　②に該当する空家等のみ　国 50%　市 50%

【補正内容】
  代執行予定対象特定空家等の要件解消による代執行経費の減
  危険空き家等除却費補助金の減

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 711 661 500

その他1,100 1,100

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

500 500

5,819 5,819 5,819 一般財源

県支出金

7,419 7,419 事業費計 0事　業　費 4,608 1,812 5,918 7,419

財
源
内
訳

500

一般財源 3,897 1,151 4,318

その他 1,100 1,100

地方債

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費
負担金､補助
及び交付金

合　　計

△ 5,301 △ 1,500 △ 6,801

△ 5,300 △ 1,501 △ 6,801

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 被災住宅応急修理支援事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部 定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3
住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 3 4 1 1422

国庫支出金

一般財源

法令根拠 災害救助法

事業期間
平成

事業の概要（目的、内容等）

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源

財
源
内
訳 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 9,285 県支出金

地方債

事　業　費 0 0 9,285 0 0 0 事業費計 0

8,095

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

【目的】
　令和元年8月27～28日にかけての豪雨で被災された住宅の所有者（被災者）の生活再建を支援し、生活安定に
資する。

【内容】
　半壊以上の住家被害を受けた方に対し、災害救助法に基づく応急修理制度を活用した支援を行なう。
　（対象者）
　　・当該災害により半壊以上の住家被害を受け、自らの資力では応急修理することができない方
　　・応急修理を行なうことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込まれる方
　　・応急仮設住宅（民間賃貸住宅借上げ制度）を利用しない方
　（対象となる修理箇所）
　　日常生活に欠くことのできない部分であって、緊急に修理を行なうことが適当な次の箇所
　　・屋根、柱、外壁、床等の基本部分
　　・ドア等の開口部
　　・上下水道等の配管や配線
　　・トイレ等の衛生設備等
　（修理費限度額）
　　半壊以上1世帯あたり595千円
　
【事業費の負担割合】
  県　10/10

【補正内容】
　被災住宅応急修理制度の拡充による修繕費の増
　（対象者の追加)
　　・当該災害により一部損壊（10%以上20%未満）の住家被害を受け、自らの資力では応急修理することが
　　できない方
　（修理費限度額）
　　一部損壊1世帯当たり300千円

8,095 8,095

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

8,095
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　国の「教育情報化ビジョン」に基づき、市内小中学校の教育情報化を推進し、ICTの利活用により児童生徒の
資質・能力を高め、「生きる力」を醸成する。
　また、「校務の情報化」により学校運営を改善し、校務負担軽減を図る。

【内容】
　市内小中学校のICT機器等の環境整備及び維持管理を行う。

　教育情報基幹システム（グループウェア、校務支援システム等）の保守
　教育情報化機器（電子黒板、タブレット型端末等）の保守
　教育用ネットワークの維持管理
　ICT支援員等の人的支援

　平成31年度
　・教育情報基幹システムの更新
　・校務用パソコン、印刷機、プリンタ更新
　・データセンターを中心としたシステム等の保守

【補正内容】
　入札による教育情報基幹システム賃貸借料の減

△ 1,500 △ 4,260 △ 5,760

△ 5,760

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

使用料
及び賃借料

169,821 169,762 164,002 一般財源

合　　計

△ 5,760

169,762 164,002 事業費計 0事　業　費 89,105 81,286 93,336 169,821

その他 31,000 43,000 45,500 その他

財
源
内
訳

一般財源 58,105 38,286 47,836

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度

法令根拠 「教育情報化ビジョン」、小中学校学習指導要領

事業期間
平成24

一般 10 1 2 978
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 教育情報化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

学校教育の推進
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

725 725

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

725 725

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

償還金、利子
及び割引料

事　業　費 3,277 184,886 160,274 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 6,689 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 18,700

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源1,092 375 4,743

国庫支出金 2,185 159,122 105,931

一般財源

法令根拠 子ども・子育て支援法、小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成28

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内私立保育所等の新設、改修、改造、防犯対策強化等の施設整備を行い、市内の保育ニーズへの対応と安全
かつ安心な保育の環境を確保し、より良い環境での保育を行うとともに待機児童の解消を図る。

【内容】
　①私立保育園等にかかる防犯対策強化整備事業
　　防犯カメラ設置：牛津ルーテルこども園 1,500千円×3/4(補助率）＝1,125千円
　②私立保育園施設整備事業
　　私立保育園施設整備：私立保育園(新規予定） 209,252千円×3/4(補助率）＝156,939千円
　③私立保育園等にかかる事故防止推進事業
　　午睡センサー及びタブレット等の導入補助：市内私立園（保育所、認定こども園、小規模保育所）
　　30千円/人当たり(交付額）× 87人(0歳児定員）＝2,610千円

【事業費の負担割合】
　①私立保育園等にかかる防犯対策強化整備事業
　　国 1/2  市 1/4　事業者 1/4
　②私立保育園施設整備事業
　　国 1/2  市 1/4　事業者 1/4
　③私立保育園等にかかる事故防止推進事業
　　国 1/2  市 1/2　（上限30千円/人）

　当初予算　　　 　 160,674千円
　9月(3号)補正予算  △1,125千円　①私立保育園等にかかる防犯対策強化整備事業費の減

  【補正内容】
  　平成30年度保育所等施設整備補助金の精算による返還金

49,600 地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1046

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等整備補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

△ 1,085 △ 1,085

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

△ 1,085 △ 1,085

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 10,461 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳 その他 8,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

一般財源2,461

国庫支出金

一般財源

法令根拠 小城市立幼稚園の管理及び運営に関する規則

事業期間

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市立幼稚園（晴田幼稚園・三日月幼稚園）に空調設備を設置することにより、保育環境の充実を図る。

【内容】
　市立幼稚園（晴田幼稚園・三日月幼稚園）に空調設備を整備する。

　晴田幼稚園
　・空調設備整備（保育室 3部屋）及び動力容量変更工事
　　事業費 3,851千円

　三日月幼稚園
　・空調設備整備（保育室 6部屋）工事　※既設キュービクル使用
　　事業費 7,695千円

【補正内容】
　入札による事業費の減

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 施設・設備環境の整備
一般 10 4 1 1406

新規事業 既存事業

予算事業名 小城市立幼稚園空調設備整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

新規事業 既存事業

予算事業名 社会体育運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 教育委員会　生涯学習課 施策名 1
健康づくりと生涯スポーツ
の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3
ライフステージに応じたス
ポーツの推進と施設の充実一般 10 6 1 225

国庫支出金

一般財源

法令根拠 スポーツ基本法

事業期間
平成17

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  小城市スポーツ推進計画に基づき、市内におけるスポーツの普及・促進を図る。

【内容】
　市体育協会やスポーツ推進委員との連携によるスポーツイベントの開催やスポーツ指導者の育成等を行う。

【補正内容】
　令和2年5月11日に小城市を通過する東京オリンピック聖火リレーに要する経費
　・沿道警備スタッフ用ユニフォーム
　・沿道警備委託料
　　　交通誘導警備
　　  看板製作
　　  警備用資機材設置・撤去

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

8,539 一般財源7,773 7,962 8,539

財
源
内
訳 その他 6 0 5 5 5 5 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債

12,473 8,539

事　業　費 7,779 7,962 8,544 12,478 8,544 8,544 事業費計 0

平成31年度の事業費は、令和2年度への繰越予定額3,884千円を含まない。

平成31年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 委託料 合　　計

413 3,471 3,884

3,884 3,884

平成31年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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